
４．医療に係る消費税に関する検討状況について 

平成２５年２月２０日 

厚生労働省保険局 

医療課 



○社会保障・税の一体改革による消費税引上げ 
   
 

 

 
 

社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本 
的な改革を行うための消費税法の一部を改正す 
る等の法律 (平成24年法律第68号) 
 

第７条第一号ト 
  医療機関等における高額の投資に係る消費税の負担 
に関し、新たに一定の基準に該当するものに対し区分し 
て措置を講ずることを検討し、医療機関等の仕入れに係 
る消費税については、診療報酬等の医療保険制度にお 
いて手当をすることとし、医療機関等の消費税の負担に 
ついて、厚生労働省において定期的に検証を行う場を設 
けることとするとともに、医療に係る消費税の課税の在り 
方については、引き続き検討する。 
  
第７条第一号ロ 
 低所得者に配慮する観点から、複数税率の導入につい 
て、財源の問題、対象範囲の限定、中小事業者の事務負 
担等を含め様々な角度から総合的に検討する。 

社会保障・税一体改革に関する三党実務者間会合 
合意文書(平成24年6月15日 民主党・自由民主党・公明党) 
 
 
 

税関係協議結果 
  政府提出の税制抜本改革２法案については、以下のとおり修

正・合意した上で、今国会中の成立を図ることとする。 
 

○第７条(消費税率引上げに当たっての検討課題等)について 
 ・ 医療については、第７条第１号ヘに示した方針に沿って見  
   直しを行うこととし、消費税率（国・地方）の８％への引上げ  
  時までに、高額の投資に係る消費税負担について、医療 
  保険制度において他の診療行為と区分して適切な手当を 
  行う具体的な手法について検討し結論を得る。また、医療 
  に関する税制上の配慮等についても幅広く検討を行う。 
 

※ ３党合意による衆議院における法案修正により、①医療機関等の消費税  
 負担に関する規定の条文番号が「第７条第一号へ」から「第７条第一号 
 ト」にずれ、②第７条第一号ロとして複数税率導入に関する検討規定が追 
 加された。 

 

○消費税に係る検討規定 

２６年４月 ２７年１０月 ２８年４月 

８％ １０％ ５％ 消費税率 

診療報酬改定 診療報酬改定 

１．今後の消費税引上げにおける対応 
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今後の対応（イメージ） ７／２７ 第２回医療機関等における 
消費税負担に関する分科会提出資料 



○ 消費税３％導入（平成元年）時と引上げ（平成９年）時 
 の対応 
  医療機関等の仕入れに要する消費税負担分について、   
   医療機関等の負担が生じないよう診療報酬で対応してき  
 た。（消費税の対応として、平成元年に＋０．７６％、 
 平成９年に＋０．７７％の改定を行い、消費税に関連する  
 診療報酬の点数項目を引上げ） 

○ 社会保険診療は、国民に必要な医療を提供するという  
 高度の公共性を有するため、 消費税は非課税。 

２．これまでの対応 



（参考）消費税の基本的な仕組み 

消費税と負担と納付の流れ（税率５％の場合） 

製造業者 小売店 消費者 

取引の流れ 

取引 
売り上げ   1000 

消費税① 50 

売り上げ   3000 

消費税① 50 

消費税② 150 

仕入   1000 

納付税額 Ａ 

50 ① 
納付税額 Ｂ 

②－① 100 

支払総額 3150 

消費者が負担した消費税 

150 
各事業者が個別に納付した消費税 

Ａ＋Ｂの合計 150 

税務署への 
申告・納付 

税務署への 
申告・納付 

納税義務者は、製造業者や小売店 

最終的な負担者は、消費者 

○ 

○ 

納税義務者 納税義務者 

仕入税額
控除 



（参考）社会保険診療における消費税の取扱い 

社会保険診療報酬は消費税非課税の取扱い 

卸 医療機関等 

取引 
売り上げ   1000 

消費税① 50 

診療報酬に 
よる売り上げ 
   

1000 

消費税 

納付税額 Ａ 

５０ 

税務署への 
申告・納付 

納税義務者 

仕入   
消費税①   50 

3000 （      ） 

社会保険診療は非課税のため、当該仕
入分に係る仕入税額控除を行えない 

納税はしない 

○ 納税義務者は、卸のみ。 

社会保険診療は非課税のため、当
該仕入分に係る仕入税額控除を行
えないが、仕入に係る税負担（本図
では50）は診療報酬で手当てされ
ている。 

○ 

税率５％の場合 
（診療報酬による売り上げ3000は仮定） 
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① 

患者 
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診療 
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支払総額 

（3000 （      

１－ 患者の自己 
負担割合 

診療報酬 
対応分含む 

）） ） ） 
× 

診療報酬     
対応分含む 

診療報酬 
対応分含む 



○ 公益、税制、会計有識者                       ○ 支払側委員 

 関原 健夫 公益財団法人日本対がん協会常務理事         小林 剛   全国健康保険協会理事長 

 田中 滋   慶應義塾大学大学院経営管理研究所教授       白川 修二 健康保険組合連合会専務理事 

 石井 孝宜 石井公認会計士事務所所長                花井 圭子 日本労働組合総連合会総合政策局長 

 吉村 政穂 一橋大学大学院国際企業戦略研究所准教授     藤原 清明 日本経済団体連合会経済政策本部長 

                                           田中 伸一 全日本海員組合組合長代行 

                                           伊藤 文郎 愛知県津島市長 

 
○ 医薬品、材料関係団体  
  折本 健次 明祥株式会社代表取締役社長執行役員 
  森 清一   株式会社エムシー代表取締役社長 
                      

○ 診療側委員                        
 今村 聡     日本医師会副会長                       
 鈴木 邦彦 日本医師会常任理事                     
 西澤 寛俊 全日本病院協会会長                      
 伊藤 伸一 日本医療法人協会副会長 
 堀 憲郎     日本歯科医師会常務理事 
 森 昌平     日本薬剤師会常務理事 

１．経緯 

消費税引上げに対する診療報酬等における対応等について検討を行うため、中央社会保険医療協議会に、
医療関係者や保険者、有識者などによる新たな分科会を設置。 

 
２．開催状況 

   これまで、第１回（平成24年6月20日）、第２回（7月27日）、第３回（8月30日）、第４回（10月31日）において、 

    ・ 診療報酬における消費税の取扱い 
    ・ 平成元年の消費税導入時と平成９年の引上げ時の対応 
    ・ 医療機関等の行う高額投資に関する調査                       等について議論 
 
３．委員構成 

中央社会保険医療協議会 
医療機関等における消費税負担に関する分科会における検討 



医療に係る消費税の課税のあり方の検討（消費税） 

  
平成25年度与党税制改正大綱（平成25年1月24日）（抜粋） 

医療に係る税制のあり方については、消費税率が10％に引き上げられるこ
とが予定される中、医療機関の仕入れ税額の負担及び患者等の負担に十分に配
慮し、関係者の負担の公平性、透明性を確保しつつ適切な措置を講ずることが
できるよう、医療保険制度における手当のあり方の検討等と併せて、医療関係
者、保険者等の意見も踏まえ、総合的に検討し、結論を得る。 
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